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東 イン ド会 社 の位 置 (1)
- イギ1)ス東インド会社の人的構成とその経営路線-




























































































し64 (166) 第143巻 第2･3号
策は,(1) 本国政府の財政負担を回避したインド植民地建設,(2) インドから































































































































68 (170) 第143巻 第2･3号
く諸利害の主要 な集約点をなしている｡取締役は, さしあた り彼 らの取締役会
入 りに先立つ経歴 によって,大 きく5つのグループに分けることが妥当である｡
以下 まず,それぞれの特質および彼 らが会社 に対 して持 った利害 を考察 し,そ
の後全体の推移について検討 したい｡また本稿では,取締役の具体像 に接近す
るうえで,1754年か ら90年までに在職 した138名 に限定 され るも の の,取桁役
の個人的経歴 に関す るこれ までの最 も詳細 な検討 をなす, ∫.G.Parker の研
究12)を主要 な手がか りとす る｡
(1) 商人 ･金融業者
商人 ･金融業者 とは,殆 どが ロン ドン, とりわけシティの商人層 よりなる｡
66名 に及ぶ彼 らの社会的属性 を知 るために,Parkerの叙述に含まれ る限 りで,
会社取締役以外に彼 らの従事 した業種 を,兼業 を含めて数 え上げたのが第 1表
第1表 ロンドン商人 ･金融業者出身取締役の個人的営莱
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72 (174) 第143巻 第2･3号
維持 し,会社船の建造 ･乗組員の手配 ･戚装 ･運賃等に関わって, 自己に有利
な条件 を会社に押 しつけることにあった｡彼 らはまさに,海運を通 じて会社貿
+++I III.1LIIIII+IIf
易 と直接結び付いた集団であ り, また彼 らこそ,会社の貿易独占の最 も断固た
●●●●●●■`●I●●●●
る擁貰者にはかならなかった｡他方船主 ･husbandとも大抵他に兼業を行 う商
人であ り,また船長 も帰国後多 く船主 となった り,あるいは保険業等を営んだ
ので18),彼 らは,社会層 としては,(1)のシティ商人 と重な り合 うものの,会社
海運 との結び付 きを持つ限 りにおいて,独 自な利害集団を形成 したとい うこと
ができる｡
(3) イソ ド勤務の文官 ･武官 Indian civiland military service 出身者
イン ド帰 り吏員は,19世紀に入ると徐々に取締役会の主流を占めて行 くが,
それは,直接的には,会社のイン ド統治業務の肥大化によってイン ド勤務の経
験 を有する取締役が必要 とされたこと,及びすでに取締役 となった者が同僚 ･
後輩を引き入れたことによるとされ19),総 じて会社のイン ド統治棟能の肥大化,
会社の人的構成における彼 らの比重拡大の反映である｡19世紀前半をとれば,
イン ドへ派遣された者は,年平均で,文官 writer36名,武官 cadet329名,
医師 assistantsurgeon47名の合計412名に逢 した｡彼 らの職能に占める会社の























自体の出身を示す Cohn及び Bourneの推計 (第2表)では,文官 ･武官と





人 数 l 割 合 (%)
武 官
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合 計 1 426 1 100.0 1 100.2
注 ) 文官は,1809年より1849年までの10年毎の5年間についての,武官は,1796年か
ら1854年に至る トー タルについての数字.





74 (176) 第143巻 第2･3号
文官で62.3%,武官では54.2%に達 し, 不明分を考慮すれば, その割合は一層
高いものとなる｡総 じて19世紀前半におけるイン ド勤務者の主要な供給源は,
専門職を中心 とする中間階級 middleclass にあったといわねばならない｡そ
うであるなら,そこから,取締役を含めた会社の人的構成の,シティ商人を中
心 としたものから,より広範な中間層を巻 き込んだものへと変化を窺 うことが
できる｡
ところで,会社取締役一般にとって,インド勤務者の任命権 patronageは







揺,取締役の年収は5,000ポンド以上 という潤沢なものとな り,彼 らの年間 手
当300ポン ドとは桁違いの額をなす｡ その背景には, イン ド勤 務 が,｢上 流















































74 76 78 80 82 84 86 88 90 92949698180002-0406
C113101 889ll 12 710 8 10 10 10 10･11 12 10 12 8 710 8 13 101010
Sl7 6 6 8 7 8 6 3 5 3 10 7 7 5 5 4 4 6 5 6 6 4 4 1 4 3 4
I l2 4 4 4 5 4 7 3 6 7 5 5 6 7 4 4 6 54 7 6 6 7 5 8 7 6
Pl l 1 1 1 3 1 1 1 1 1 3 3 3 2 3 2 5 4 4 5 2 4 3




合計 125 24 24 24 23 24 25 22 22 23 25 25 25 23 22 23 25 24 25 23242424 24 242523
年代 lO8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58
C l9 9 8 3 4 5 4 6 6 4 6 4 5 3 2 5 4 5 4 4 4 45 2 2 2
Sr5 5 6 4 5 7 8 8 6 4 5 6 6 4 6 6 6 5 4 4 4 3 2 1 1 1







1 2 1 2 1 2 1 1 2 1 2 1 2 2 1 2 1 2 2_ 1 2 1
その他 1 2 3 3 2 2 2 2 1 3 3 5 4 3 2 3 2 1 2 2 3 1 1 1



































78 (180) 第143巻 第2･3号
して,多数に及ぶ株主は経営管理 の実際面か ら遠 ざか る債向にあるが,東 イン
ド会社 においては,産業革命期 に至 って次の二つの事情 によ りその傾向が一層
強 め られた｡一つは既述の ピッ ト法 による株主総会 の権限縮小 であ り,弛は議
会法 によって配当率が固定 された ことである｡それは1778年以降 8%に,93年
以降は10.5%に定め られ, この率は会社解散 まで固定 され た｡ 従 って会社株主
とは,｣いわばイソ ド財政 に寄生す る ｢国債｣保有者 に近 し､地位 にあった といえ
よう2g)｡また第 4表は,1809年時点で投票権 を有す る1,000ポン ド以上株主 の
第4蓑 1,000ポンド以上株主の称号及び保有額分布














































































































































































































































86 (188) 第143巻 第2･3号
圧倒的に会社貿易を主軸として行われてきた｡すなわち会社ができるだけ多く
の剰余歳入～surplusrevenue を計上し,もってアジア物産に投資しつつ,本
国でより多くの貿易利潤を上げること,これが会社貿易を通じた送金の中身セ
あったO上の路線は,こうした従来の送金システムの忠実な反映をなしている｡
他方で取締役会には,会社海運関係者の独自な利害もまた根強く反映され,紘
じて,上の路線は,会社貿易に依拠して送金を果たさんとする,現時点までの
会社関係者の総意に基づき,また貿易独占に最も強く執着した会社海運関係者
の利害をも加味して,生み出されたものである.すなわち,イギリスは,々シ
●●●●■●●●●● ●●●●●●●●■●●●■●●●● ●●●●●●
ド領有の開始を契機に,膨大なインド寄食者の隊列を出現させ,さしあたり会
●●●√●●●● ●●●●●■●●●●●●■●●● ●●●●
社に依拠しつつ,その限りで上の路線を内実としつつ,富の収奪を,そしてア
1III●●●●一●●●■■●lI-I44+
ジア支配O,前進を達成してきたといえよう.上の路線の特質は,会社取締役会
による専一的経営管理の下,東インド会社がイギリスのアジア支配の唯一の担
い手となり,また会社が従来の形態での貿易独占を保持する限りにおいて規定
される路線の,従ってまさに産業革命の本格化に先立つイギリスのア.ジア政策
の,重要な特質をなしている｡そしてそれは,次稿で検討するところの,当該
●●●●●■●●●●●●●●■●●●●●■●●●●●●●●
期の現実の主導者であった本国政府路線の特質把塩のための基準をも提供する｡
(3) とはいえ,会社関係者の個人的利害と,会社自体の利害とは,必ずしも
同一ではない｡海運関係者を除いて,会社貿易との直接的取引関係を薄め,イ
ンドからの富の収奪の享受者としての性格を強めた会社関係者にとって,会社
貿易はあくまで ｢送金貿易｣の媒介者として意義を持ったにすぎない｡これま
で両者は調和的に推移してきたとはいえ,現実には,ウェルズリの諸政策もあ
って会社貿易の困難は増していた｡従ってそこから,会社関係者によっても,
会社貿易との関係が見直される事態を想定することは可能である.
では,ピット法下のもう一つの当局をなす本国政府-監督局は,ウェルズリ
の諸政策に対して,どのような対応を示したのか｡また徐々に変容を遂げつつ
ある取締役会の態度は,今後いかなる展開を果たすのか｡これらの点の検討を
次稿の課題としたい｡ (1987年7月)
